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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　離型性を有する支持フィルム上に反射層が設けられており、該反射層は、加熱接着性を
有する高屈折率層（ＴＨ）と、低屈折率層（Ｌ）及び高屈折率層（Ｈ）を一単位とする積
層体を１から４単位と、加熱接着性を有する低屈折率層（ＴＬ）とをこの順に有し、　各
積層体中において前記低屈折率層（Ｌ）は前記高屈折率層（Ｈ）よりも前記加熱接着性を
有する高屈折率層（ＴＨ）側に位置しており、
　前記加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）及び前記高屈折率層（Ｈ）の屈折率は前記
加熱接着性を有する低屈折率層（ＴＬ）及び前記低屈折率層（Ｌ）の屈折率より高く、
　反射ターゲット波長をλa、前記加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）の屈折率をnＴ
H、膜厚をｄＴH、前記加熱接着性を有する低屈折率層（ＴＬ）の屈折率をnＴL、膜厚をｄ
ＴL、前記高屈折率層（Ｈ）の屈折率をnH、膜厚をｄH、前記低屈折率層（Ｌ）の屈折率を
nL、膜厚をｄLとした場合、下記式（１）から式（４）を満足することを特徴とする転写
用波長選択的反射フィルム。
ｄＴH＝λa/４nＴH・・・（１）
ｄＴＬ＝λa/４nＴＬ・・・（２）
ｄH＝λa/４nH・・・（３）
ｄＬ＝λa/４nＬ・・・（４）
【請求項２】
　（ａ）請求項１に記載の転写用波長選択的反射フィルムの支持フィルムと反対側の最表
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層に位置する層を、転写対象物に密接させて加熱処理を行う工程と、（ｂ）離型性を有す
る支持フィルムを剥離する工程と、（ｃ）前記工程（ａ）及び（ｂ）により転写された反
射層を転写対象物として前記工程（ａ）及び（ｂ）を１又は複数回繰り返す工程とを有す
ることを特徴とする転写方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の転写方法によって形成され、支持フィルム有しないことを特徴とする
転写成型物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、転写用波長選択的反射フィルム並びにそれを用いた転写方法及び転写成型物
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　波長選択的な反射物品は、様々な用途で活用がなされている。例えば、窓から室内や車
内に入り込む太陽光は、可視光線の他に、紫外線や赤外線なども含まれているが、紫外線
及び赤外線を選択的に反射する物品を利用することで、紫外線による人体被害や樹脂の劣
化を防いだり、赤外線による室内や車内の温度上昇を防いだりすることができる（特許文
献１）。
【０００３】
　しかし、特許文献１では、透明基材上にコレステリック構造を有する棒状化合物を含む
選択反射層を設けることで、可視光を透過させ、かつ、赤外線を選択的に反射している。
ここで、選択反射層にコレステリック構造を有する棒状化合物が含まれるため、温度変化
により選択的に反射できる光の波長が変化してしまい、波長選択性が弱いという問題があ
った。
【０００４】
　一方、そのような問題を生じない反射物品として、カメラ、複写機、プリンタ等の光学
機器や光通信用機器等に用いられる光学系では、特定波長域の光を反射して、他の波長域
の光を透過するダイクロイックミラーが用いられており、この種のダイクロイックミラー
は、高屈折率と低屈折率の誘電体材料を設計中心波長λのλ／４の光学的膜厚（屈折率ｎ
×膜厚ｄ）として交互に積層した誘電体多層膜により構成されている（特許文献２）。
【０００５】
　特許文献２では、透明な基板の表面に、設計中心波長λの１／４の光学的膜厚とした高
屈折率膜と低屈折率膜を交互に積層した誘電体多層膜を設けることで、選択的に反射でき
る光の波長が温度変化により変化するという問題を生じにくいものである。しかし、特許
文献２で示されている誘電体多層膜の製造方法は、干渉層を数十層に渡って順次積層し、
さらに、正確な膜厚制御が各層に要求されるため工業化がかなり困難であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－３２７５９号公報
【特許文献２】特開２０００－１７１６２５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　そこで、本発明は上記課題を解決するものであって、反射ターゲット波長に対する選択
性を有する高屈折率層と低屈折率層とが交互に積層された複層構造の転写用反射フィルム
を提供することによって、それを用いて波長選択的な多層構造からなる転写成型体を容易
に製造可能にすると共に、当該方法によって得られる波長選択的機能を有する転写成型体
を提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
【０００９】
　第１の発明は、離型性を有する支持フィルム上に反射層が設けられており、該反射層は
、加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）と、低屈折率層（Ｌ）及び高屈折率層（Ｈ）を
一単位とする積層体を１から４単位と、加熱接着性を有する低屈折率層（ＴＬ）とをこの
順に有し、各積層体中において前記低屈折率層（Ｌ）は前記高屈折率層（Ｈ）よりも前記
加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）側に位置しており、前記加熱接着性を有する高屈
折率層（ＴＨ）及び前記高屈折率層（Ｈ）の屈折率は前記加熱接着性を有する低屈折率層
（ＴＬ）及び前記低屈折率層（Ｌ）の屈折率より高く、反射ターゲット波長をλa、前記
加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）の屈折率をnＴH、膜厚をｄＴH、前記加熱接着性
を有する低屈折率層（ＴＬ）の屈折率をnＴL、膜厚をｄＴL、前記高屈折率層（Ｈ）の屈
折率をnH、膜厚をｄH、前記低屈折率層（Ｌ）の屈折率をnL、膜厚をｄLとした場合、下記
式（１）から式（４）を満足することを特徴とする転写用波長選択的反射フィルムである
。
ｄＴH＝λa/４nＴH・・・（１）
ｄＴＬ＝λa/４nＴＬ・・・（２）
ｄH＝λa/４nH・・・（３）
ｄＬ＝λa/４nＬ・・・（４）
【００１０】
　第２の発明は、（ａ）第１の発明の転写用波長選択的反射フィルムの支持フィルムと反
対側の最表層に位置する層を、転写対象物に密接させて加熱処理を行う工程と、（ｂ）離
型性を有する支持フィルムを剥離する工程と、（ｃ）前記工程（ａ）及び（ｂ）により転
写された反射層を転写対象物として前記工程（ａ）及び（ｂ）を１又は複数回繰り返す工
程とを有することを特徴とする転写方法である。
【００１１】
　第３の発明は、第２の発明の転写方法によって形成され、支持フィルム有しないことを
特徴とする転写成型物である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、反射ターゲット波長に対する選択性を有し、高屈折率層と低屈折率層
とが交互に積層された多層構造からなる成型物を容易に製造できる転写用波長選択的反射
フィルム、並びにそれを用いた転写方法及び転写成型物を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施形態１に係る転写用波長選択的反射フィルムの断面図である。
【図２】実施形態１の転写用波長選択的反射フィルムを用いて得られた転写成型物の反射
選択性を示すグラフである。
【図３】実施形態２に係る転写用波長選択的反射フィルムの断面図である。
【図４】実施形態３に係る転写用波長選択的反射フィルムの断面図である。
【図５】実施形態４に係る転写用波長選択的反射フィルムの断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
≪転写用波長選択的反射フィルム≫
　図１に示されるように第１の実施形態では、転写用波長選択的反射フィルム２は、離型
性を有する支持フィルム４の上に、加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨ及び加熱接着性を
有する低屈折率層ＴＬをこの順に有する。加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨ及び加熱接
着性を有する低屈折率層ＴＬの膜厚は、反射ターゲット波長をλa、前記加熱接着性を有
する高屈折率層ＴHの屈折率をnTH、膜厚をｄTH、前記加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬ
の屈折率をnTL、膜厚をｄTLとした場合、下記式（１）及び（２）を満足するように設定
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される。なお、支持フィルム上に設けられており且つ転写される層を全て合わせて反射層
６と呼ぶ。
ｄTH＝λa/４nTH・・・（１）
ｄTL＝λa/４nTL・・・（２）
　ここで、λaは、後述する波長選択的反射機能付き転写成型物において反射率が最大と
なる光の波長に相当する。すなわち、例えばλaを800nmに設定することによって、後述の
転写成型物において800nmの波長において光の反射率を最大にすることができる。
【００１５】
≪離型性を有する支持フィルム≫
　支持フィルムは反射層を支持するためのもので、その種類は特に限定されず、例えばポ
リエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム等のポリエステルフィルム、ポリエチレン
やポリプロピレン等のポリオレフィンフィルム、ポリカーボネートフィルム、アクリル樹
脂フィルム、トリアセチルセルロース、ノルボルネンフィルム〔ＪＳＲ（株）製、アート
ン等〕等の樹脂フィルム、布、紙等を挙げることができる。これらの中では、軽量性や取
り扱い易さの点から樹脂フィルムが好ましい。
【００１６】
　本発明の支持フィルムは、その上に設ける反射層を容易に剥離することができるように
、支持フィルム上に離型層が形成されることで離型性が付与されていることが好ましい。
この離型層は、被転写体に対し、転写フィルムから反射層を熱転写させる際に、離型層と
反射層との界面で剥離する特性のもので、転写後は、支持フィルム側に残存する。離型層
を構成する樹脂としては、例えばエポキシ－メラミン樹脂、アクリル－メラミン樹脂、メ
ラミン樹脂、尿素樹脂、尿素－メラミン樹脂、シリコーン樹脂、アクリル－シリコーン樹
脂、フッ素樹脂等があげられる。これらの樹脂の１種又はそれ以上の樹脂の有機溶剤溶液
、エマルジョン等のコーティング剤をロールコーティング法、グラビアコーティング法等
の通常コーティング法により支持フィルム上に塗布し、溶媒を乾燥（熱硬化性樹脂、電子
線硬化性樹脂、紫外線硬化性樹脂等の場合は硬化）することによって形成する。
【００１７】
　離型層の厚さは、通常０．１～１０μｍの範囲、好ましくは０．２～５μｍの範囲から
適宜選択実施される。非転写性離型層の厚さが０．１μｍより薄い場合には、剥離しにく
く目的とする剥離性を得ることができないので好ましくない。一方、１０μｍより厚い場
合には剥離しやすいために、順次形成する層が加工工程中で脱落する可能性があるので好
ましくない。
【００１８】
　又、離型層は、次の方法によっても形成することができる。水酸基、エーテル基、カル
ボキシル基、アミノ基等を１個以上有する水溶性有機物質、例えばポリビニルアルコール
、ポリビニルピロリドン等のビニル系水溶性樹脂、メチルセルロース、カルボキシルメチ
ルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース等の繊維素
エーテル系樹脂、アクリル酸ソーダ、アクリル酸アンモニウム等のアクリル酸系水溶性物
質、澱粉、デキストリン、ニカワ、ゼラチン等の天然水溶性物質、カゼイン、カゼイン酸
ソーダ、カゼイン酸アンモニウム等のタンパク質系水溶性物質、その他ポリエチレンオキ
サイド、カラギーナン、グルコマンガン等の１種、又はそれ以上の物質である水溶液のコ
ーティング剤をロールコーティング法、グラビアコーティング法等の通常コーティング法
により支持フィルム上に塗布し、乾燥することにより形成される。
【００１９】
≪加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨ≫
　加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨについて説明する。加熱接着性を有する高屈折率層
ＴＨは、隣接する加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬとの有意な屈折率差により、反射効
果を発現させると共に、対象物との接着時において、加熱されることによって接着性を発
揮する層である。加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨの屈折率は、加熱接着性を有する低
屈折率層TLより高く設定される。加熱接着性を有する高屈折率層の屈折率は、１．５６以
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上が好ましい。加熱接着性を有する高屈折率層の屈折率が１．５６未満の場合、加熱接着
性を有する低屈折率層との屈折率差が小さくなることで界面の反射が弱くなり、反射性能
が十分に発揮されない場合がある。加熱接着性を有する高屈折率層の屈折率の上限は特に
制限はないが、現存する成膜材料の制約上、実質２．５０程度が上限となる。なお、加熱
接着性とは、加熱（例えば８０℃～３００℃）することにより接着性を発現する性質を意
味する。
【００２０】
　加熱接着性を有する高屈折率層形成用の組成物としては金属酸化物微粒子とバインダー
樹脂を含む組成物または、金属酸化物微粒子とバインダー樹脂を含む組成物を硬化してな
る物などを適用することができるが、加熱接着性機能を発現させるために、バインダー樹
脂として熱可塑性樹脂が含まれていることを必要とする。
【００２１】
　金属酸化物微粒子とバインダー樹脂を含む組成物における、金属酸化物微粒子としては
、例えばアンチモン酸亜鉛、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化セリウム、酸化アルミニウム、
酸化タンタル、酸化イットリウム、酸化イッテルビウム、酸化ジルコニウム、酸化インジ
ウム錫、アンチモン含有酸化錫等の微粒子が挙げられる。
【００２２】
　バインダー樹脂としては、活性エネルギー線硬化性樹脂、熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂
を適用することができる。活性エネルギー線硬化性樹脂としては、紫外線や電子線のよう
な活性エネルギー線を照射することにより硬化反応を生じる樹脂を使用でき、その種類は
特に制限されない。活性エネルギー線硬化性樹脂としては（メタ）アクリレートが好まし
く、（メタ）アクリレートとしては、例えばジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アク
リレート、テトラメチロールメタンテトラ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタ
ントリ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、１，
６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ビス（３－（メタ）アクリロイ
ルオキシ－２－ヒドロキシプロピルオキシ）ヘキサン等の多官能アルコール（メタ）アク
リル誘導体や、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ポリウレタン（メタ）
アクリレート、さらに紫外線硬化性ハードコート材として市販されているもの等が挙げら
れる。なお、本明細書中において、（メタ）アクリレートとは、アクリレートとメタクリ
レートとの両方を指す。（メタ）アクリロイル基なども同様である。
【００２３】
　一般に、活性エネルギー線硬化性樹脂には、光重合開始剤を含有させて適用する。光重
合開始剤としては、紫外線照射による重合開始能を有するものであれば何れでもよい。例
えば、１－ヒドロキシシクロへキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１
－フェニルプロパン－１－オン、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２
－モルフェリノプロパン－１－オン、１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］
－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オン等のアセトフェノン系重合開始
剤、ベンゾイン、２，２－ジメトキシ１，２－ジフェニルエタン－１－オン等のベンゾイ
ン系重合開始剤、ベンゾフェノン、［４－（メチルフェニルチオ）フェニル］フェニルメ
タノン、４－ヒドロキシベンゾフェノン、４－フェニルベンゾフェノン、３，３’，４，
４’－テトラ（ｔ－ブチルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン等のベンゾフェノン系
重合開始剤、２－クロロチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン等のチオキサ
ントン系重合開始剤等が挙げられる。これらの光重合開始剤は単独又は混合物として用い
ることができる。
【００２４】
　熱硬化性樹脂としては特に制限はなく、従来公知のものの中から、適宜選択して用いる
ことができる。該熱硬化性樹脂としては、例えば炭素－炭素二重結合やグリシジル基を有
するアクリレート系重合体、不飽和ポリエステル、イソプレン重合体、ブタジエン重合体
、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂などが挙げられる。これらは
単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。また、他の樹脂としては
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、ビニル樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル、ポリアミド、ポリカーボネート、ポリイミ
ド、ニトリル樹脂、シリコーン樹脂などが挙げられる。これらの樹脂は、塗工液の粘度を
調節したり、ハードコート層に所望の物性を付与するために用いられるものであり、単独
で用いても、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２５】
　一般に、熱硬化性樹脂には、硬化剤などを含有させて適用する。硬化剤としては、例え
ばジベンゾイルペルオキシド、ジラウロイルペルオキシド、ｔ－ブチルぺルオキシベンゾ
エート、ジ－２－エチルヘキシルペルオキシジカーボネートなどの有機過酸化物、２,２'
－アゾビスイソブチロニトリル、２,２'－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、２,２'
－アゾビスジメチルバレロニトリルなどのアゾ化合物、トリレンジイソシアネート、ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシ
アネートなどのポリイソシアネート化合物、フェニレンジアミン、ヘキサメチレンテトラ
ミン、イソホロンジアミン、ジアミノジフェニルメタンなどのポリアミン類、ドデセニル
無水コハク酸、無水フタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸などの酸無水物、２－メチルイ
ミダゾール、２－エチルイミダゾール、２－フェニルイミダゾールなどのイミダゾール類
やジシアンジアミド、ｐ－トルエンスルホン酸、トリフルオロメタンスルホン酸などのル
イス酸、ホルムアルデヒドなどが挙げられる。これらの硬化剤は、使用する熱硬化性樹脂
の種類に応じて適宜選択される。
【００２６】
　熱可塑性樹脂としては特に制限はなく、従来公知のものの中から、適宜選択して用いる
ことができる。該熱可塑性樹脂としては、例えば、塩化ビニリデン樹脂、ポリビニルアル
コール、酢酸ビニル樹脂、ポリスチレン、ＡＢＳ、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ
イソブチレン、ナイロン、アセタール樹脂、アクリル樹脂（ポリメチルメタクリレート樹
脂など）、酢酸セルロース、塩素化ポリエーテル、ポリカーボネート、ユリア樹脂、エポ
キシ樹脂、ポリエステル樹脂、または、これらの共重合体（MS樹脂など）が挙げられる。
これらの中では、透明性が高い点と、コーティングに使用する溶剤へ溶解しやすいという
点から、ポリメチルメタクリレート樹脂、MS樹脂（メチルメタクリレートとスチレンの共
重合体）、ポリカーボネート樹脂が好適である。なお、加熱接着性を有する高屈折率層を
熱可塑性樹脂のみで構成する場合は、屈折率１．５６以上であることが必要であるため、
ポリカーボネート樹脂がより好ましい。
【００２７】
　加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）に含まれる熱可塑性樹脂の体積を（VTH）、（
Ｂ）熱可塑性樹脂以外の成分の体積を（VO）とした場合、熱可塑性樹脂の体積比率{VTH/
（VTH+VO）}×１００は２０％以上であることが好ましい。熱可塑性樹脂の体積比率{VTH/
（VTH+VO）}×１００が２０％より少なくなると、加熱接着性の機能が低くなるため、好
ましくない。
【００２８】
　加熱接着性を有する高屈折率層形成用組成物には、本発明の効果を損なわない範囲にお
いて、その他の成分として各種添加剤を添加することができる。そのような添加剤として
は、例えば、分散剤、界面活性剤、紫外線吸収剤、光安定剤及びレベリング剤等の添加剤
が挙げられる。
【００２９】
〔加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨの形成〕
　加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨの形成方法としては、金属酸化物微粒子と熱可塑性
樹脂を含むバインダー樹脂とを含む組成物を、ウェットコーティング法等の塗布方法によ
り塗布し、乾燥後、硬化させる方法を採用することができる。ウェットコーティング法は
公知の方法でよく、例えばロールコート法、ダイコート法、スピンコート法、そしてディ
ップコート法等が代表的なものとして挙げられる。これらの中では、ロールコート法等、
連続的に塗膜を形成できる方法が生産性の点より好ましい。形成された塗膜は、加熱や紫
外線、電子線等の活性エネルギー線照射によって硬化反応を行うことにより硬化被膜を形
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成することができる。このうち、活性エネルギー線による硬化反応は窒素、アルゴン等の
不活性ガス雰囲気下にて行うことができる。
【００３０】
≪加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬ≫
　次に、加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬについて説明する。加熱接着性を有する低屈
折率層ＴＬは、加熱接着性を有する高屈折率層THとの有意な屈折率差により、反射効果を
発現させると共に、対象物との接着時において、加熱されることによって接着性を発揮す
る層である。加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬの屈折率は、加熱接着性を有する高屈折
率層THの屈折率より低く設定されることを要件とし、その屈折率は１．２０～１．５５の
範囲である。該屈折率が１．２０未満の場合には膜が脆くなるため、成膜したフィルムの
取り扱いが困難となる。その一方、屈折率が１．５５を超える場合には加熱接着性を有す
る高屈折率層ＴＨとの屈折率差が小さくなり、十分な反射効果を得ることが難しい。
【００３１】
　加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬ形成用の組成物としては、反射防止または反射機能
を有する物品の分野において、従来から公知の中空酸化珪素系微粒子とバインダー樹脂を
含む組成物、または、それを硬化してなる硬化膜などが挙げられるが、加熱接着性を有す
るためには、バインダー樹脂が熱可塑性樹脂を含む必要がある。
【００３２】
　中空酸化珪素系微粒子としては、例えば外殻内部に空洞を有するものや、多孔質シリカ
微粒子が挙げられる。微粒子の平均粒子径は加熱接着性を有する低屈折率層の膜厚を大き
く超えないことが好ましく、特に０．１μｍ以下であることが好ましい。平均粒子径が大
きくなると、光線の散乱が生じ、ヘイズ値が上昇してしまうため転写用波長選択的反射フ
ィルムの材料として適さない。また、必要に応じて微粒子表面を各種カップリング剤等に
より修飾することができる。各種カップリング剤としては例えば、有機置換された珪素化
合物、アルミニウム、チタニウム、ジルコニウム、アンチモン等の金属アルコキシド、有
機酸塩等が挙げられる。特に、表面を（メタ）アクリロイル基等の反応性基で修飾するこ
とにより、硬度の高い膜を形成することができる。
【００３３】
　バインダー樹脂としては、低屈折率である点で含フッ素有機化合物の重合体を含む組成
物を好適に用いることができるが、フッ素を含まない単量体やその重合体など、前述した
高屈折率層の組成物として示したものと同じものを用いることもできる。含フッ素有機化
合物は特に制限されるものではないが、例えば含フッ素単官能（メタ）アクリレート、含
フッ素多官能（メタ）アクリレート、含フッ素イタコン酸エステル、含フッ素マレイン酸
エステル等の単量体、それらの重合体、及び重合性二重結合をもつ含フッ素反応性ポリマ
ー等が挙げられる。
【００３４】
　含フッ素単官能（メタ）アクリレートとしては、例えば１－（メタ）アクリロイロキシ
－１－パーフルオロアルキルメタン、１－（メタ）アクリロイロキシ－２－パーフルオロ
アルキルエタン等が挙げられる。パーフルオロアルキル基は炭素数１～８の直鎖状、分枝
状又は環状のものが挙げられる。
【００３５】
　含フッ素多官能（メタ）アクリレートとしては、含フッ素２官能（メタ）アクリレート
、含フッ素３官能（メタ）アクリレート及び含フッ素４官能（メタ）アクリレートが好ま
しい。含フッ素２官能（メタ）アクリレートとしては、例えば１，２－ジ（メタ）アクリ
ロイルオキシ－３－パーフルオロアルキルブタン、２－ヒドロキシ－１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，
３Ｈ，３Ｈ－パーフルオロアルキル－２’，２’－ビス｛（メタ）アクリロイルオキシメ
チル｝プロピオナート、α，ω－ジ（メタ）アクリロイルオキシメチルパーフルオロアル
カン等が挙げられる。パーフルオロアルキル基は炭素数１～１１の直鎖状、分枝状又は環
状のものが、パーフルオロアルカン基は直鎖状のものが好ましい。これらの含フッ素２官
能（メタ）アクリレートは、使用に際して単独又は混合物として用いることができる。



(8) JP 6236932 B2 2017.11.29

10

20

30

40

50

【００３６】
　含フッ素３官能（メタ）アクリレートの例としては、例えば、２－（メタ）アクリロイ
ルオキシ－１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，３Ｈ，３Ｈ－パーフルオロアルキル－２’，２’－ビス｛
（メタ）アクリロイルオキシメチル｝プロピオナート等が挙げられる。パーフルオロアル
キル基は炭素数１～１１の直鎖状、分枝状又は環状のものが好ましい。
【００３７】
　含フッ素４官能（メタ）アクリレートの例としては、α，β，ψ，ω－テトラキス｛（
メタ）アクリロイルオキシ｝－αＨ，αＨ，βＨ，γＨ，γＨ，χＨ，χＨ，ψＨ，ωＨ
，ωＨ－パーフルオロアルカン等が好ましい。パーフルオロアルカン基は炭素数１～１４
の直鎖状のものが好ましい。使用に際しては、含フッ素４官能（メタ）アクリレートは、
単独又は混合物として用いることができる。
【００３８】
　また、重合性二重結合をもつ含フッ素反応性ポリマーとしては、含フッ素エチレン性モ
ノマーに由来する主鎖を有し、架橋硬化のための反応性基をもつものである。反応性基と
しては、（メタ）アクリロイルオキシ基、α－フルオロアクリロイルオキシ基、エポキシ
基等が挙げられる。このような溶媒可溶性で重合性二重結合をもつ含フッ素反応性ポリマ
ーは高分子量であるため、フッ素を含有しながらも成膜性が良好で、成膜後に反応性基を
利用して架橋硬化することで硬化層を得ることができる。
【００３９】
　係る重合性二重結合をもつ含フッ素反応性ポリマーは、重合性二重結合をもつ基の含有
率が通常１～２０質量％、好ましくは５～１５質量％であり、また質量（重量）平均分子
量が通常１，０００～５００,０００、好ましくは３，０００～２００,０００である。具
体的な含フッ素反応性ポリマーとしては、パーフルオロ－（１，１，９，９－テトラハイ
ドロ－２，５－ビストリフルオロメチル－３，６－ジオキサノネノール）
【化１】

を
【化２】

の過酸化物で重合させて得られるホモポリマーに、α－フルオロアクリル酸フルオライド
：ＣＨ2＝ＣＦＣＯＦを反応させて水酸基をフルオロアクリレートに置換した生成物が挙
げられる。
【００４０】
　熱可塑性樹脂の具体的な材料としては、前述した加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨと
して使用するものと同様のものが使用でき、透明性が高い点と、コーティングに使用する
溶剤へ溶解しやすいという点から、ポリメチルメタクリレート樹脂、ＭＳ樹脂（メチルメ
タクリレートとスチレンの共重合体）、ポリカーボネート樹脂が好適である。なお、加熱
接着性を有する低屈折率層ＴＬを熱可塑性樹脂のみで構成する場合は、屈折率１．５５未
満であることが必要であるため、ポリメチルメタクリレート樹脂、MS樹脂（メチルメタク
リレートとスチレンの共重合体）がより好ましい。
【００４１】
　加熱接着性を有する低屈折率層（ＴL）に含まれる熱可塑性樹脂の体積を（VTL）、熱可
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塑性樹脂以外の成分の体積を（VO）とした場合、熱可塑性樹脂の体積比率{VTL/（VTL+VO
）}×１００は２０％以上であることが好ましい。熱可塑性樹脂の体積比率{VTＬ/（VTＬ+
VO）}×１００が２０％より少なくなると、加熱接着性の機能が低くなるため、好ましく
ない。
【００４２】
　加熱接着性を有する低屈折率層形成用組成物には、加熱接着性を有する高屈折率層形成
用組成物の場合と同様に、本発明の効果を損なわない範囲において、その他の成分として
各種添加剤を添加することができる。そのような添加剤としては、例えば、分散剤、界面
活性剤、紫外線吸収剤、光安定剤及びレベリング剤等の添加剤が挙げられる。
【００４３】
〔加熱接着性を有する低屈折率層ＴLの形成〕
　加熱接着性を有する低屈折率層ＴLの形成方法としては、金属酸化物微粒子と熱可塑性
樹脂を含むバインダー樹脂とを含む組成物を、ウェットコーティング法等の塗布方法によ
り塗布し、乾燥後、硬化させる方法を採用することができる。ウェットコーティング法は
公知の方法でよく、例えばロールコート法、ダイコート法、スピンコート法、そしてディ
ップコート法等が代表的なものとして挙げられる。これらの中では、ロールコート法等、
連続的に塗膜を形成できる方法が生産性の点より好ましい。形成された塗膜は、加熱や紫
外線、電子線等の活性エネルギー線照射によって硬化反応を行うことにより硬化被膜を形
成することができる。このうち、活性エネルギー線による硬化反応は窒素、アルゴン等の
不活性ガス雰囲気下にて行うことができる。
【００４４】
≪転写用波長選択的反射フィルムの製造方法≫
　本実施形態では、上記方法により、支持フィルム４の上に加熱接着性を有する高屈折率
層ＴＨが形成され、更にその上に加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬが形成される。なお
、この際に加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨと加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬとの
膜厚は、反射ターゲット波長及びそれぞれの屈折率に応じて下記式（１）及び（２）を満
足するように設定される。
ｄTH＝λa/４nTH・・・（１）
ｄTL＝λa/４nTL・・・（２）
【００４５】
≪転写方法≫
　（ａ）転写用波長選択的反射フィルム２の最表層に位置する加熱接着性を有する低屈折
率層ＴＬを転写対象物に密接させて加熱処理を行い、（ｂ）離型性を有する支持フィルム
４を剥離することで反射層６を転写対象物に転写し、（ｃ）転写された反射層６を転写対
象物として、加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）と加熱接着性を有する低屈折率層（
ＴＬ）が接するように工程（ａ）及び（ｂ）を１回又は複数回繰り返すことで、多層構造
体である転写成型物を形成する。このように転写用波長選択的反射フィルムを転写するこ
とによって、加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）と加熱接着性を有する低屈折率層（
ＴＬ）とを交互に積層することができる。なお、工程（ｂ）において、支持フィルムの離
型層は支持フィルムと一緒に剥離される。
【００４６】
<<（ａ）転写用波長選択的反射フィルムの最表面に位置する加熱接着性を有する層を転写
対象物に密接させて加熱処理を行う工程>>
　前記転写成型物を得るには、転写用波長選択的反射フィルム２の最表層に位置する加熱
接着性を有する低屈折率層ＴＬを転写対象物に密接させた状態で、支持フィルム４側又は
転写対象物側から熱圧を加えることにより、転写用波長選択的反射フィルム２の最表面に
位置する加熱接着性を有する低屈折率層を溶融させ、転写対象物に接着させる。
【００４７】
　熱圧を加える具体的な方法としては、サーマルヘッドとプラテンロールを用いたり、ヒ
ートロールで熱圧を加えたり、あるいはホットスタンプ等の加熱手段を使用することがで
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きる。
【００４８】
　また、熱圧を加える際、転写対象物と反射層６との接着性を高める目的で、転写対象物
にコロナ処理や大気プラズマ処理を施すこともできる。
【００４９】
<<（ｂ）離型性を有する支持フィルムを剥離する工程>>
　(a)に示される工程にて転写対象物に転写用波長選択的反射フィルム２を接着した後、
離型性を有する支持フィルム４を剥離する。この操作により、転写対象物の表面に反射層
６を設けることができ、かつ、転写された反射層６は加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨ
が露出する状態になるため、反射層６が転写された転写成型物の最表層は、加熱接着性を
有する。
【００５０】
<<（ｃ）（ａ）及び（ｂ）を繰り返す工程>>
　(a)及び(b)の工程を行うと容易に二層を対象物上に転写することができるため、工程（
ｃ）において、転写された反射層６を転写対象物として（ａ）及び（ｂ）の工程を繰り返
すことにより、一層一層順次積層する場合と比べて製造にかかるコスト及び時間を大幅に
削減することも可能になる。
【００５１】
≪転写成型物（波長選択的反射機能付き転写成型物）≫
　上記転写方法により、加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨと加熱接着性を有する低屈折
率層ＴＬとを交互に有する転写成型物を容易に製造することができる。加熱接着性を有す
る高屈折率層ＴＨ及び低屈折率層ＴＬはそれぞれ
ｄTH＝λa/４nTH・・・（１）
ｄTL＝λa/４nTL・・・（２）
を満たすように膜厚が決められているため、上記転写方法で得られた成型物は、反射ター
ゲット波長λａの光を選択的に反射することができる。例えば、図２はλaを８００ｎｍ
とした場合に得られるある転写成型物の反射選択性を示すグラフである。図２より、反射
ターゲット波長である８００ｎｍ付近で反射率が最大になっていることが理解される。
【００５２】
　上記転写方法の対象となる転写対象物は特に限定されるものではなく、種々のものが用
いられる。転写対象物として例えば、均一厚みの塗布層を形成しにくい板材や、可撓性に
乏しい物体ないしは支持体、アクリル板やポリカーボネート板、ガラスやセラミックスの
ような物体等が含まれる。また、コンピュータ、タッチパネル、テレビ、ディスプレイパ
ネル、携帯電話等の各種のディスプレイの前面板、透明プラスチック類からなるサングラ
スレンズ、度付きめがねレンズ、カメラのファインダーレンズ等の光学レンズ、各種計器
の表示部、自動車、電車、建築物等の窓ガラス、インフォメーションパネル、又は白熱電
球のリフレクター液晶プロジェクターやカムコーダ・カラーファックスやカラーテレビ等
の色分解に活用されるダイクロイックミラー等が挙げられる。尚、これらの成形品は、樹
脂以外の材料、例えばガラス等により形成されている場合であっても、樹脂と同様の効果
を発揮することができる。
・転写成型物は、転写用波長選択的反射フィルムの転写物は、ある特定の波長における反
射率が選択的に高くなるように設けられて構成されており、波長選択的な反射機能を発揮
できる。そのため、ＣＲＴ、ＬＣＤ、ＰＤＰ、携帯電話、携帯用情報末端等ディスプレイ
分野、ＬＣＤフロントパネル、ディスプレイ前面板、携帯電話表示装置、ＰＤＡ画面表示
装置、芸術用ショーケース、家の窓、白熱電球のリフレクターや液晶プロジェクターやカ
ムコーダ・カラーファックスやカラーテレビ等の色分解に活用されるダイクロイックミラ
ー等に適用することができる。
【００５３】
《第２の実施形態》
　次に第２の実施形態について図３を参照しながら説明する。なお、実施形態２の転写用
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波長選択的反射フィルムは実施形態１の転写用波長選択的反射フィルムに変更を加えたも
のであるから、変更箇所を中心に説明し、重複する説明は省略する。図３に示されるよう
に、本実施形態における転写用波長選択的反射フィルム２では、支持フィルム４の上に加
熱接着性を有する低屈折率層ＴＬと加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨとがこの順に積層
されており、加熱接着性を有する高屈折率層TH及び加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬの
膜厚は、反射ターゲット波長をλa、前記加熱接着性を有する高屈折率層ＴHの屈折率をnT
H、膜厚をｄTH、前記加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬの屈折率をnTL、膜厚をｄTLとし
た場合、下記式（１）及び（２）を満足するように設定される。
ｄTH＝λa/４nTH・・・（１）
ｄTL＝λa/４nTL・・・（２）
【００５４】
　（ａ）転写用波長選択的反射フィルム２の最表面に位置する加熱接着性を有する高屈折
率層ＴＨを転写対象物に密接させて加熱処理を行い、（ｂ）離型性を有する支持フィルム
４を剥離することで反射層６を転写対象物に転写し、（ｃ）転写された反射層６を転写対
象物として工程（ａ）及び（ｂ）を１又は複数回繰り返すことで、多層構造体である転写
成型物を形成することができる。
【００５５】
《第３の実施形態》
　第３の実施形態では、転写用波長選択的反射フィルム２は図４に示されるように、離型
性を有する支持フィルム４の上に、加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨ、低屈折率層Ｌ、
高屈折率層Ｈ、及び加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬをこの順に有する。加熱接着性を
有する高屈折率層ＴＨ、低屈折率層Ｌ、高屈折率層Ｈ、加熱接着性を有する低屈折率層Ｔ
Ｌの膜厚は、反射ターゲット波長をλa、前記加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨの屈折
率をnＴH、膜厚をｄＴH、前記加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬの屈折率をnＴL、膜厚
をｄＴL、前記高屈折率層Ｈの屈折率をnH、膜厚をｄH、前記低屈折率層Ｌの屈折率をnL、
膜厚をｄLとした場合、下記式（１）から式（４）を満足するように設定される。
ｄＴH＝λa/４nＴH・・・（１）
ｄＴＬ＝λa/４nＴＬ・・・（２）
ｄH＝λa/４nH・・・（３）
ｄＬ＝λa/４nＬ・・・（４）
【００５６】
　なお、本実施形態の転写用波長選択的反射フィルム２は、低屈折率層Ｌ及び高屈折率層
Ｈからなる積層体８を一単位有しているが、当該積層体８の数は特に制限されるものでは
なく、自由に変更することができる。但し、その製造性及び取扱性の観点から最大で４単
位、すなわち本実施形態の反射層６は最大で１０層構造までであることが好ましい。これ
以上多くなると正確な膜厚制御が困難になり、製造性及び取扱性が低下する。なお、各積
層体８において低屈折率層Ｌは高屈折率層Ｈよりも加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨ側
に位置している。すなわち、積層体を複数有する場合、低屈折率層Ｌと高屈折率層Ｈとが
交互に位置している。
【００５７】
≪高屈折率層Ｈ≫
　次に、高屈折率層Hについて説明する。高屈折率層Hは、低屈折率層L及び加熱接着性を
有する低屈折率層TLとの有意な屈折率差により、反射効果を発現させるための層である。
高屈折率層の屈折率は、低屈折率層L及び加熱接着性を有する低屈折率層TLより高く設定
される。高屈折率層の屈折率は、１．５６以上が好ましい。高屈折率層の屈折率が１．５
６未満の場合、低屈折率層又は加熱接着性を有する低屈折率層との屈折率差が小さくなる
ことで界面の反射が弱くなり、反射性能が十分に発揮されない場合がある。高屈折率層の
屈折率の上限は特に制限されないが、現存する成膜材料の制約上、実質２．５０程度が上
限となる。
【００５８】
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　高屈折率層形成用の組成物としては特に制限されず、加熱接着性を有する高屈折率層Ｔ
Ｈに用いられる材料を用いることができると共に、金属酸化物薄膜も用いることができる
。また、加熱接着性を有する必要がないため、加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨの場合
と異なり、バインダー樹脂として熱可塑性樹脂を含む必要もない。
【００５９】
　金属酸化物薄膜の具体的な材料としては、酸化チタン（ＴｉＯ２）層、ＩＴＯ（インジ
ウム／スズ酸化物）層、Ｙ2Ｏ3層、Ｉｎ2Ｏ3層、Ｓｉ3Ｎ4層、ＳｎＯ2層、ＺｒＯ2層、Ｈ
ｆＯ2層、Ｓｂ2Ｏ3層、Ｔａ2Ｏ5層、ＺｎＯ層、ＷＯ3層等を挙げることができる。
【００６０】
〔高屈折率層の形成〕
　金属酸化物薄膜を用いた高屈折率層の形成方法としては、プラズマＣＶＤ法、蒸着法、
もしくはスパッタリング法等により形成できる。
【００６１】
　一方、金属酸化物微粒子とバインダー樹脂を含む組成物を用いた高屈折率層の形成方法
としては、加熱接着性を有する高屈折率層の場合と同様に、ウェットコーティング法等の
塗布方法により塗付液を塗布し、乾燥後、硬化させる方法を採用することができる。ウェ
ットコーティング法は公知の方法でよく、例えばロールコート法、ダイコート法、スピン
コート法、そしてディップコート法等が代表的なものとして挙げられる。
【００６２】
≪低屈折率層Ｌ≫
　次に、低屈折率層Lについて説明する。低屈折率層Lは、前述の高屈折率層H及び加熱接
着性を有する高屈折率層THとの有意な屈折率差により、反射効果を発現させるための層で
ある。低屈折率層Lの屈折率は、高屈折率層H及び加熱接着性を有する高屈折率層THの屈折
率より低く設定されることを要件とし、その屈折率は１．２０～１．５５の範囲である。
該屈折率が１．２０未満の場合には膜が脆くなるため、成膜したフィルムの取り扱いが困
難となる。その一方、屈折率が１．５５を超える場合には高屈折率層（Ｈ）又は加熱接着
性を有する高屈折率層（ＴＨ）との屈折率差が小さくなり、十分な反射効果を得ることが
難しい。
【００６３】
　低屈折率層形成用組成物は加熱接着性を有する低屈折率層用の組成物の他、反射防止ま
たは反射機能を有する物品の分野において、従来から公知の低屈折率層形成用組成物を利
用することができる。例えばシリカ膜（酸化シリカ膜）や、フッ化マグネシウムや酸フッ
化ケイ素等の化合物が挙げられる。また、加熱接着性を有する必要がないため、加熱接着
性を有する低屈折率層ＴＬの場合と異なり、バインダー樹脂として熱可塑性樹脂を含む必
要もない。
【００６４】
〔低屈折率層の形成〕
　シリカ膜（酸化シリカ膜）や、フッ化マグネシウムや酸フッ化ケイ素等の化合物を用い
た低屈折率層の形成方法としては、プラズマＣＶＤ法、蒸着法、もしくはスパッタリング
法等により形成できる。
【００６５】
　一方、中空酸化珪素系微粒子とバインダー樹脂を含む組成物を用いた低屈折率層の形成
方法としては、ウェットコーティング法等の塗布方法により塗付液を塗布し、乾燥後、硬
化させる方法を採用することができる。ウェットコーティング法は公知の方法でよく、例
えばロールコート法、ダイコート法、スピンコート法、そしてディップコート法等が代表
的なものとして挙げられる。これらの中では、ロールコート法等、連続的に塗膜を形成で
きる方法が生産性の点より好ましい。形成された塗膜は、加熱や紫外線、電子線等の活性
エネルギー線照射によって硬化反応を行うことにより硬化被膜を形成することができる。
このうち、活性エネルギー線による硬化反応は窒素、アルゴン等の不活性ガス雰囲気下に
て行うことができる。
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【００６６】
≪転写用波長選択的反射フィルムの製造方法≫
　本実施形態では、離型性を有する支持フィルム４の上に加熱接着性を有する高屈折率層
ＴＨが形成され、その上に低屈折率層Ｌと高屈折率層Ｈとがこの順に形成され、更にその
上に加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬが形成される。なお、この際に加熱接着性を有す
る高屈折率層ＴＨ、加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬ、高屈折率層Ｈ、及び低屈折率層
Ｌの膜厚は、反射ターゲット波長及びそれぞれの屈折率に応じて下記式（１）～（４）を
満足するように設定される。
ｄＴH＝λa/４nＴH・・・（１）
ｄＴＬ＝λa/４nＴＬ・・・（２）
ｄH＝λa/４nH・・・（３）
ｄＬ＝λa/４nＬ・・・（４）
【００６７】
≪転写方法≫
　実施形態１の場合と同様に、（ａ）転写用波長選択的反射フィルム２の最表層に位置す
る加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬを転写対象物に密接させて加熱処理を行い、（ｂ）
離型性を有する支持フィルム４を剥離することで反射層６を転写対象物に転写し、（ｃ）
転写された反射層６を転写対象物として工程（ａ）及び（ｂ）を１又は複数回繰り返すこ
とで、多層構造体である転写成型物を形成する。ただし、実施形態１の転写用波長選択的
反射フィルム２の反射層６は２層であるのに対し、実施形態３の転写用波長選択的反射フ
ィルムは反射層６が４層であるため、半分の転写回数で、実施形態１の転写成型物に相当
する反射選択性を有する転写成型物を得ることができる。
【００６８】
≪転写成型物≫
　上記転写方法により、加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨと、低屈折率層Ｌと、高屈折
率層Ｈと、加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬとをこの順に繰り返し有する転写成型物を
容易に製造することができる。また、一度の転写工程で４層を設けることができるため、
１０層以上の多層構造からなる転写成型物を製造する場合には、実施形態１のように２層
ずつ形成する場合と比べて生産性及び作業性の観点で好ましい。
【００６９】
《第４の実施形態》
　図５に示されるように第４の実施形態では、転写用波長選択的反射フィルム２は、離型
性を有する支持フィルム４の上に、加熱接着性を有する低屈折率層ＴＬ、高屈折率層Ｈ、
低屈折率層Ｌ、及び加熱接着性を有する高屈折率層ＴＨをこの順に有する。加熱接着性を
有する高屈折率層ＴＨ、低屈折率層Ｌ、高屈折率層Ｈ、加熱接着性を有する低屈折率層Ｔ
Ｌの膜厚は、反射ターゲット波長をλa、前記加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）の
屈折率をnＴH、膜厚をｄＴH、前記加熱接着性を有する低屈折率層（ＴＬ）の屈折率をnＴ
L、膜厚をｄＴL、前記高屈折率層（Ｈ）の屈折率をnH、膜厚をｄH、前記低屈折率層（Ｌ
）の屈折率をnL、膜厚をｄLとした場合、下記式（１）から式（４）を満足するように設
定される。
ｄＴH＝λa/４nＴH・・・（１）
ｄＴＬ＝λa/４nＴＬ・・・（２）
ｄH＝λa/４nH・・・（３）
ｄＬ＝λa/４nＬ・・・（４）
【００７０】
　（ａ）転写用波長選択的反射フィルム２の最表面に位置する加熱接着性を有する高屈折
率層ＴＨを転写対象物に密接させて加熱処理を行い、（ｂ）離型性を有する支持フィルム
４を剥離することで反射層６を転写対象物に転写し、（ｃ）転写された反射層６を転写対
象物として工程（ａ）及び（ｂ）を１又は複数回繰り返すことで、多層構造体である転写
成型物を形成することができる。
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【００７１】
　なお、本明細書中において上記の高屈折率層H、低屈折率層L、加熱接着性を有する高屈
折率層TH、加熱接着性を有する低屈折率層TLは、反射層を構成する薄膜において、その屈
折率を相対的に比べた場合の違いから区別して名づけたものである。本発明の屈折率は全
て５８９ｎｍの波長光における屈折率を意味しているが、後述する波長選択的反射機能付
き転写成型物において、反射率を最大にしたい光の波長λaにおける低屈折率層L及び加熱
接着性を有する低屈折率層TLの屈折率が、高屈折率層H及び加熱接着性を有する高屈折率
層THの屈折率と相対的に比べて低いことをもって区別することができる。
【実施例】
【００７２】
　以下に、実施例及び比較例を挙げて前記実施形態を更に具体的に説明するが、本発明は
これらに限定されるものではない。尚、転写用波長選択的反射フィルム及び転写成型物に
ついての評価として以下の項目の評価を行った。
【００７３】
分光反射率：波長選択的反射フィルムの裏面をサンドペーパーで荒らし、黒色塗料で塗り
潰したものを分光光度計（「UV-1600PC」、島津製作所株式会社製）により、３５０～１
１００ｎｍの分光反射率（５°－５°正反射スペクトル）を測定した。
【００７４】
膜厚：高屈折率層（Ｈ）及び低屈折率層（Ｌ）、加熱接着性を有する高屈折率層（TＨ）
、加熱接着性を有する低屈折率層（TL）の乾燥硬化後の膜厚の測定は、光学積層体の断面
をＴＥＭ写真で観察することにより行った。
【００７５】
屈折率：一方の面に易接着層が付与されている屈折率１．６５のＰＥＴフィルム〔商品名
：「A4100」、東洋紡（株）製〕を基材として、易接着層が付与されていない面上に測定
したい被膜を１００ｎｍ程度の膜厚で形成し、反射分光膜厚計（大塚電子（株）製「ＦＥ
３０００」を持いてフィルム上に形成された被膜について２７０～１０４０nmの範囲で絶
対反射率を測定した。
得られた絶対反射率のスペクトルの実測値から、代表的な波長分散の近似式としてｎ-Ｃ
ａｕｃｈｙの分散式を引用し、未知のパラメーターを絶対反射率のスペクトル非線形最小
二乗法によって求めて、波長５８９nmにおける屈折率を算出した。
【００７６】
　加熱接着性を有する高屈折率層（TＨ）または加熱接着性を有する低屈折率層（TL）に
含まれる熱可塑性樹脂の体積比率：
　層形成用組成物に含まれる硬化前の熱可塑性樹脂（Ａ）の体積を（ＶＡ）、比重を（dA
）、配合した質量部を（WA）、熱可塑性樹脂以外の固形分（Ｂ）の体積を（ＶＢ）、平均
比重を（dB）、配合した固形分の質量部を（WB）、とした場合、該組成物に含まれる熱可
塑性樹脂の体積比率VＡ/（VA+VB）×１００（％）＝（WB/dＡ）/｛（WA/dA）+（WB/dB）
｝×１００として計算した。
【００７７】
全光線透過率：ＮＤＨ２０００〔日本電色工業（株）製〕を用いてヘイズ値（％）を測定
した。
【００７８】
密着性：ＪＩＳＫ５４００に準拠し、一辺が１ｍｍの碁盤目状に１００のマス目を作り、
粘着テープを全面に付着させた後、粘着テープの一端を転写物に直角に保ち、瞬間的に引
き離し、剥がれないで残ったマス目の数を調べた。
【００７９】
<<製造例>>
（加熱接着性を有する高屈折率層塗布液（a-1）の調製）
　高屈折率層塗布液(a-1)は、酸化チタン（TiO2）微粒子分散液〔（シーアイ化成（株）
製、ＲＴＴＭＩＢＫ１５ＷＴ％－Ｎ２４、粒子径15nm）を固形分換算で７８質量部、メタ
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クリル酸メチルポリマー〔ｎ≒７０００～７５００、ＰＭＭＡ、東京化成工業（株）製〕
２２質量部を混合し、固形分濃度が１０質量％となるようにメチルエチルケトン（MEK）
を混合して得た。なお、メタクリル酸メチルポリマーは、目視で溶け残りなく溶解してい
ることを確認した。
【００８０】
（加熱接着性を有する高屈折率層塗布液（a-2）～（a-4）の調製）
　高屈折率層塗付液（ａ－２）～（ａ－４）を、表１に示す配合（質量部及び成分）にて
、高屈折率層塗布液(a-1)と同様に調製した。
【表１】

なお、表中の略称は以下の成分を示す。
TiO2：酸化チタン（TiO2）微粒子分散液、シーアイ化成（株）製、ＲＴＴＭＩＢＫ１５Ｗ
Ｔ％－Ｎ２４、粒子径15nm
ZrO2：酸化ジルコニウム（ZrO2）微粒子分散液、シーアイ化成（株）製、ＺＲＭＥＫ２５
％－Ｆ４７、粒子径15nm
ＵＶ７６００Ｂ：ウレタンアクリレート〔紫光（株）製、紫光ＵＶ－７６００Ｂ〕
Ｉ－９０７：紫外線重合開始剤（ＢＡＳＦジャパン株式会社製、Ｉｒｕｇａｃｕｒｅ－９
０７）
【００８１】
（重合性二重結合をもつ含フッ素ポリマーδ１の製造）
　四つ口フラスコにパーフルオロ－（１，１，９，９－テトラハイドロ－２，５－ビスフ
ルオロメチル－３，６－ジオキサノネノール）１０４部とビス（２，２，３，３，４，４
，５，５，６，６，７，７－ドデカフルオロヘプタノイル）パーオキサイドの８質量％パ
ーフルオロヘキサン溶液１１部を入れた。そして、その中空部を窒素置換した後、窒素気
流下２０℃で２４時間撹拌して高粘度の固体を得た。得られた固体をジエチルエーテルに
溶解させたものをパーフルオロヘキサンに注ぎ、分離後に真空乾燥させて無色透明なポリ
マーを得た。
【００８２】
　このポリマーを１９Ｆ－ＮＭＲ（核磁気共鳴スペクトル）、１Ｈ－ＮＭＲ、ＩＲ（赤外
線吸収スペクトル）により分析したところ、上記アリルエーテルの構造単位からなる側鎖
末端に水酸基を有する含フッ素ポリマーであった。ＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマ
トグラフ）により測定した数平均分子量は７２,０００、質量平均分子量は１１８,０００
あった。
【００８３】
　得られたヒドロキシル基含有含フッ素アリルエーテルポリマー５部とメチルエチルケト



(16) JP 6236932 B2 2017.11.29

10

20

30

40

50

ン（ＭＥＫ）４３部、ピリジン１部を四つ口フラスコ中に仕込み、５℃以下に氷冷した。
そして、窒素気流下で撹拌しながらα－フルオロアクリル酸フルオライド１部をＭＥＫ９
部に溶解したものを１０分間かけて滴下した。そして、重合性二重結合をもつ含フッ素ポ
リマーδ１の溶液を得た。
【００８４】
（加熱接着性を有する低屈折率層塗布液（b-1）の調製）
　加熱接着性を有する低屈折率層塗布液（b-1）は、粒子径が６０ｎｍの中空シリカ微粒
子５５質量部と、溶媒可溶性のメタクリル酸メチルポリマー〔ｎ≒７０００～７５００、
東京化成工業（株）製〕を固形分換算で４５質量部とを混合し、固形分濃度が５質量％と
なるようにメチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）を混合して得た。
なお、メタクリル酸メチルポリマー〔ｎ≒７０００～７５００、東京化成工業（株）製〕
については、目視で溶け残りなく溶解していることを確認した。
【００８５】
（加熱接着性を有する低屈折率層塗布液（b-2）～（b-6）の調製）
　加熱接着性を有する低屈折率層塗布液（ｂ－２）～（ｂ－６）を、表２に示す配合（質
量部及び成分）にて、高屈折率層塗布液(ｂ-1)と同様に調製した。なお、表２中のＤＰＨ
Ａはジペンタエリスリトールヘキサアクリレートの略称である。
【表２】

【００８６】
（高屈折率層塗布液（ｃ-1）の調製）
　高屈折率層塗布液(ｃ-1)は、酸化チタン（TiO2）微粒子分散液〔（シーアイ化成（株）
製、ＲＴＴＭＩＢＫ１５ＷＴ％－Ｎ２４、粒子径15nm）を固形分換算で７８質量部、ウレ
タンアクリレート〔紫光（株）製、紫光ＵＶ－７６００Ｂ〕１７質量部、紫外線重合開始
剤Ｉｒｕｇａｃｕｒｅ－９０７（２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モ
ルホリンプロパン－１－オン）５質量部を混合し、固形分濃度が５質量％となるようにメ
チルイソブチルケトン（MＩＢK）を混合して得た。
【００８７】
（高屈折率層塗布液（ｃ-2）～（c-6）の調製）
　高屈折率層塗付液（ｃ－２）から（ｃ－６）を、表３に示す配合（質量部及び成分）に
て、高屈折率層塗布液(ｃ-1)と同様に調製した。なお、製造例(ｃ-1)、(ｃ-3)には、酸化
チタン（TiO2)微粒子分散液としてシーアイ化成（株）製、ＲＴＴＭＩＢＫ１５ＷＴ％－
Ｎ２４、粒子径15nmを使用した。また、製造例(ｃ-2)、(c-4)、には、酸化ジルコニウム
（ZrO2)微粒子分散液としてシーアイ化成（株）製、ＺＲＭＥＫ２５％－Ｆ４７、粒子径1
5nmを使用した。
なお、(c-5)、(c-6)は蒸着プロセスによって成膜できる材料（(c-5)が酸化チタン（TiO2
）、(c-6)が酸化ジルコニウム（ZrO2））であり、メチルイソブチルケトン（MＩＢK）な
どの溶剤を含まない。
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【表３】

【００８８】
（低屈折率層塗布液（d-1）の調製）
　低屈折率層塗布液（d-1）は、粒子径が６０ｎｍの中空シリカ微粒子５５質量部と、溶
媒可溶性の含フッ素ポリマー（δ１）を固形分換算で４５質量部と、光重合開始剤〔Ｉｒ
ｕｇａｃｕｒｅ－９０７〕５質量部とを、固形分濃度が５質量％となるようにイソプロピ
ルアルコール（ＩＰＡ）を混合して得た。
【００８９】
（低屈折率層塗布液（d-2）～（d-3）の調製）
　低屈折率層塗布液（ｄ－２）及び（ｄ－３）を表４に示す配合（質量部及び成分）にて
、低屈折率層塗布液(ｄ-1)と同様に調製した。なお、(ｄ-3)、(ｄ-4)については、イソプ
ロピルアルコール（ＩＰＡ）の代わりにメチルイソブチルケトン（ＭＩＢＫ）を使用して
固形分濃度が５質量％となるように調製した。
なお、(d-5)及び（d-6）は、蒸着プロセスによって成膜できる材料（(d-5)はフッ化マグ
ネシウム（ＭｇＦ２）、(d-6)は酸化ケイ素（ＳｉＯ２）の単一化合物）であり、イソプ
ロピルアルコール（ＩＰＡ）やメチルイソブチルケトン（MＩＢK）などの溶剤を含まない
。

【表４】

【００９０】
（転写用波長選択的反射フィルムの作製）
（参考例１－１）
　離型性を有する支持フィルムの形成：支持フィルムとして厚さ３８μｍのポリエチレン
テレフタレート（ＰＥＴ）フィルム片面上に、アクリルシリコーン樹脂、トルエン、メチ
ルイソブチルケトンからなる溶液をグラビアリバースコートにより塗工し、乾燥時０．７
μｍの厚さの離型層を形成した。
【００９１】
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　加熱接着性を有する高屈折率層の形成：前記離型性を有する支持フィルム上に加熱接着
性を有する高屈折率層塗付液（a-1）を塗布後、乾燥し、厚さ100.00nｍの加熱接着性を有
する高屈折率層を形成した。
【００９２】
　加熱接着性を有する低屈折率層の形成：前記加熱接着性を有する高屈折率層上に加熱接
着性を有する低屈折率層塗付液（b-1）を塗布後、乾燥し、厚さ145.99nｍの加熱接着性を
有する低屈折率層を形成した。
【００９３】
　以上のようにして転写用波長選択的反射フィルムを得た。得られた転写用波長選択的反
射フィルムは、表面にタックの発生がなく、取扱いが容易であった。
【００９４】
（参考例１－２）
　加熱接着性を有する高屈折率層を形成するために、塗布液（ａ－２）を用いて、乾燥後
の膜厚を１１１．７３ｎｍとした以外は実施例１－１と同様にして転写用波長選択的反射
フィルムを得た。
【００９５】
（実施例２-１）
　離型性を有する支持フィルム及び加熱接着性を有する高屈折率層の形成：実施例１-１
と同様に、離型性を有する支持フィルム上に加熱接着性を有する高屈折率層塗布液（a-2
）を塗布、乾燥し、厚さ111.73nmの加熱接着性を有する高屈折率層を形成した。
【００９６】
　低屈折率層の形成：前記加熱接着性を有する高屈折率層上に、低屈折率層塗布液（d-1
）を塗布、乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ152.67nmの低屈折率層を形成した。
【００９７】
　高屈折率層の形成：前記低屈折率層上に、高屈折率層塗付液（c-1）を塗布、乾燥後、
紫外線照射により硬化し、厚さ100.00nmの高屈折率層（Ｈ１２）を形成した。
【００９８】
　加熱接着性を有する低屈折率層の形成：前記高屈折率層上に加熱接着性を有する低屈折
率層塗布液（b-2）を塗布し、乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ141.84nｍの加熱接
着性を有する低屈折率層を形成した。
【００９９】
　以上のようにして転写用波長選択的反射フィルムを得た。得られた転写用波長選択的反
射フィルムは、表面にタックの発生がなく、取扱いが容易であった。
（実施例２－２）
　離型性を有する支持フィルム及び加熱接着性を有する高屈折率層の形成：実施例１-１
と同様に、離型性を有する支持フィルム上に加熱接着性を有する高屈折率層塗布液（a-３
）を塗布、乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ114.94nmの加熱接着性を有する高屈折
率層を形成した。
【０１００】
　第１の低屈折率層の形成：前記加熱接着性を有する高屈折率層上に、低屈折率層塗布液
（d-２）を塗布、乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ147.06nmの第１の低屈折率層を
形成した。
【０１０１】
　第１の高屈折率層の形成：第１の低屈折率層上に、高屈折率層塗付液（c-２）を塗布、
乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ117.65nmの第１の高屈折率層を形成した。
【０１０２】
　第２の低屈折率層の形成：第１の高屈折率層上に、低屈折率層塗布液（d-３）を塗布、
乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ141.84nmの第２の低屈折率層を形成した。
【０１０３】
　第２の高屈折率層の形成：第２の低屈折率層上に、高屈折率層塗付液（ａ-４）を塗布
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、乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ127.39nmの第２の高屈折率層を形成した。
【０１０４】
　加熱接着性を有する低屈折率層の形成：第２の高屈折率層上に加熱接着性を有する低屈
折率層塗布液（ｂ－３）を塗布し、乾燥後、紫外線照射により硬化し、厚さ143.88nｍの
加熱接着性を有する低屈折率層を形成した。以上のようにして転写用波長選択的反射フィ
ルムを得た。
【０１０５】
（実施例２－３）
　表５に示される態様とした以外は実施例２－２と同様にして転写用波長選択的反射フィ
ルムを得た。なお、活性エネルギー線硬化性樹脂を含む塗布液（ａ－１、ｄ－４、ｃ－３
、ｂ－４）を用いた場合は、乾燥及び紫外線照射により硬化を行った。また、塗布液（ｃ
－５、ｄ－５）は、ＤＣマグネトロンスパッタ法で、それぞれの材料TiO2又はＭｇＦ２（
純度99.9%）をターゲットとし、純度99.5%のアルゴンをスパッタガスとして、TiO2又はＭ
ｇＦ２が所定膜厚になるように層を形成した。
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【表５】

【０１０６】
（参考例３－１）
　離型性を有する支持フィルムの形成：支持フィルムとして厚さ３８μｍのポリエチレン
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テレフタレート（ＰＥＴ）フィルム片面上に、アクリルシリコーン樹脂、トルエン、メチ
ルイソブチルケトンからなる溶液をグラビアリバースコートにより塗工し、乾燥時０．７
μｍの厚さの離型層を形成した。
【０１０７】
　加熱接着性を有する低屈折率層の形成：離型性を有する支持フィルム上に加熱接着性を
有する低屈折率層塗付液（b-５）を塗布、乾燥後、紫外線照射して硬化し、厚さ86.21nｍ
の加熱接着性を有する低屈折率層を形成した。
【０１０８】
　加熱接着性を有する高屈折率層の形成：加熱接着性を有する低屈折率層上に加熱接着性
を有する高屈折率層塗付液（ａ－１）を塗布後、乾燥し、厚さ62.50nｍの加熱接着性を有
する高屈折率層を形成した。以上のようにして転写用波長選択的反射フィルムを得た。
【０１０９】
（実施例４－１～４－３）
　表６に示される態様とした以外は、実施例３－１と同様にして、転写用波長選択的反射
フィルムを得た。なお、活性エネルギー線硬化性樹脂を含む塗付液（ａ－３、ａ－４、ｂ
－３、ｃ－２、ｃ－３、ｃ－４、ｄ－１）を用いた場合は、乾燥及び紫外線照射により硬
化を行い、活性エネルギー線硬化性樹脂以外の樹脂を含む塗付液（ａ－２、ｂ－１、ｂ－
６）を用いた場合は、乾燥のみによって硬化を行った。また、樹脂を含まない塗付液（ｃ
－６、ｄ－６）は、ＤＣマグネトロンスパッタ法で、それぞれの材料ＺｒＯ２又はＳｉＯ
２（純度99.9%）をターゲットとし、純度99.5%のアルゴンをスパッタガスとして、ＺｒＯ
２又はＳｉＯ２が所定膜厚になるように形成した。以上のようにして転写用波長選択的反
射フィルムを得た。
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【表６】

【０１１０】
（転写用波長選択的反射フィルムを用いた転写成型物の作製）
（参考例５－１）
　アクリル樹脂板よりなる転写対象物（平面転写物）への波長選択的反射層の転写：
参考例１－１にて得られた転写用波長選択的反射フィルムの最表面に位置する加熱接着性
を有する低屈折率層が転写対象物に接するようにして表面が鏡面状のステンレス鋼板で挟
み込んだ。ステンレス鋼板の上から加圧（３９２３ｋＰａ）し、１３０℃で５分間加熱し
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た。加熱後常温に戻し、支持フィルムを剥がした。このようにして、転写対象物の下面に
、加熱接着性を有する低屈折率層を介して、加熱接着性を有する高屈折率層が転写され、
加熱接着性を有する低屈折率層及び加熱接着性を有する高屈折率層の２層からなる反射層
が１単位だけ設けられた転写物を得た。
【０１１１】
　反射層が１単位設けられた転写対象物への反射層の繰り返し転写：前記転写物の加熱接
着性を有する高屈折率層上に、２枚目の転写用波長選択的反射フィルムの加熱接着性を有
する低屈折率層が接するようにして、表面が鏡面状のステンレス鋼板で挟み込んだ。ステ
ンレス鋼板の上から加圧（３９２３ｋＰａ）し、１３０℃で５分間加熱した。加熱後常温
に戻し、支持フィルムを剥がした。このようにして、波長選択的反射層が２単位設けられ
た転写物を得た。
【０１１２】
　以下、波長選択的反射層が設けられた転写物を転写対象物として、同様の手法で波長選
択的反射層が５単位設けられた波長選択的反射物品を得た。
表７に示すように、得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対す
る反射率が９４．１％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物
品であることを確認した。
【０１１３】
（参考例５－２）
　参考例１-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに参考例１－２で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用し、樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選
択的反射層（６）の積層単位）を５回から７回へと変更した以外は、実施例５－１と同様
の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が９３．８
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１１４】
（実施例５－３）
　参考例１-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに実施例２－１で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用し、転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層
の積層単位）を５回から３回へと変更した以外は、実施例５－１と同様の条件で転写成型
物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が９５．１
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１１５】
（実施例５－４）
　参考例１-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに実施例２－２で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用して、転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射
層の積層単位）を５回から３回へと変更した以外は、実施例５－１と同様の条件で転写成
型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が９０．８
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１１６】
（実施例５-５）
　参考例１-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに実施例２－３で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用して、転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射
層の積層単位）を５回から３回へと変更した以外は、実施例５－１と同様の条件で転写成
型物を得た。
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得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が９８．８
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１１７】
（比較参考例５－１）
　樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を５回から１回へと
変更した以外は、参考例５－１と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が２７．１
％と実施例５-１よりも低いことを確認した。
【０１１８】
（比較参考例５－２）
　樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を７回から１回へと
変更した以外は、参考例５－２と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が１９．０
％と実施例５-２よりも低いことを確認した。
【０１１９】
（比較例５－３）
　樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を３回から１回へと
変更した以外は、実施例５－３と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が４８．６
％と実施例５-３よりも低いことを確認した。
【０１２０】
（比較例５－４）
　樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を３回から１回へと
変更した以外は、実施例５－４と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が４０．７
％と実施例５-４よりも低いことを確認した。
【０１２１】
（比較例５－５）
　樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を２回から１回へと
変更した以外は、実施例５－５と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である800nmの波長光に対する反射率が８３．６
％と実施例５-５よりも低いことを確認した。
【０１２２】
　そして、得られた波長選択的反射層の転写物について、ヘイズ、密着性、反射率を測定
した。その結果を表７に示した。
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【表７】

【０１２３】
　表７に示したように、実施例５-１～実施例５－５では８００nmの波長光に対する反射
率が選択的に高く、かつ、ヘイズの値も小さいため透明性に優れ、密着性も良好であった
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。
【０１２４】
（参考例６－１）
　参考例１-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに参考例３－１で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用して、樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長
選択的反射層の積層単位）を５回から６回へと変更した以外は、実施例５－１と同様の条
件で転写成型物を得た。
　ただし、実施例５-１では、実施例１－１にて得られた転写用波長選択的反射フィルム
の離型性を有する支持フィルムとは反対側の最表面に配する加熱接着性を有する低屈折率
層が転写対象物に接するようにして熱圧着したが、実施例３-１の転写用波長選択的反射
フィルムは、加熱接着性を有する高屈折率層（ＴＨ）が離型性を有する支持フィルムとは
反対側の最表面に配するされているため、低屈折率層（ＴＬ）ではなく、加熱接着性を有
する高屈折率層（ＴＨ）を転写対象物へ接するようにして熱圧着した。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が９３．６
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１２５】
（実施例６－２）
　参考例３-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに実施例４－１で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用して、樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長
選択的反射層の積層単位）を６回から４回へと変更した以外は、実施例６－１と同様の条
件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が９７．６
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１２６】
（実施例６－３）
　参考例３-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに実施例４－２で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用して、樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長
選択的反射層の積層単位）を６回から４回へと変更した以外は、実施例６－１と同様の条
件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が９７．４
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１２７】
（実施例６－４）
　参考例３-１で作製した転写用波長選択的反射フィルムの代わりに実施例４－３で作製
した転写用波長選択的反射フィルムを使用して、樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長
選択的反射層の積層単位）を６回から３回へと変更した以外は、実施例６－１と同様の条
件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が９７．８
％と最も高く、透明性があり、膜の密着性が良好な波長選択的反射物品であることを確認
した。
【０１２８】
（比較参考例６－１）
樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を６回から１回へと変
更した以外は、参考例６－１と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が１．５％
と実施例６-１よりも低いことを確認した。
【０１２９】



(27) JP 6236932 B2 2017.11.29

10

20

（比較例６－２）
樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を４回から１回へと変
更した以外は、実施例６－２と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が２０．４
％と実施例６-２よりも低いことを確認した。
【０１３０】
（比較例６－３）
樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を４回から１回へと変
更した以外は、実施例６－３と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が１９．７
％と実施例５-１よりも低いことを確認した。
【０１３１】
（比較例６－４）
樹脂板への転写回数（＝樹脂板への波長選択的反射層の積層単位）を３回から１回へと変
更した以外は、実施例６－４と同様の条件で転写成型物を得た。
得られた転写成型物は、ターゲット波長である500nmの波長光に対する反射率が３８．７
％と実施例６-４よりも低いことを確認した。
【０１３２】
そして、得られた波長選択的反射層の転写物について、ヘイズ、密着性、反射率を測定し
た。その結果を表８に示した。
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【表８】

【０１３３】
　表８に示したように、参考例６－１、実施例６-２～実施例６－４では５００nmの波長
光に対する反射率が選択的に高く、かつ、ヘイズの値も小さいため透明性に優れ、密着性
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【０１３４】
　更に、前記実施形態より把握される技術的思想について以下に記載する。
　前記加熱処理の温度は、８０℃以上であることを特徴とする転写用波長選択的反射フィ
ルムの転写方法である。この転写方法によれば、加熱処理により離型性を有する支持フィ
ルムとは反対側の最表面に配する加熱接着性を有する層を転写対象物に確実に密着させる
ことができる。具体的には、熱可塑性樹脂シートに対して加熱されたシリコンゴムロール
や鏡面金属ロールを利用してロールトゥーロールで転写用波長選択的反射フィルムを熱圧
着する方法や、インモールド成型と呼ばれる金型のキャビティ面に前記転写用波長選択的
反射フィルムを設定して溶融した熱可塑性樹脂を射出成型し、転写用波長選択的反射層を
成型と同時に一体化する方法などが挙げられる。
【０１３５】
　前記転写対象物に対してコロナ処理や大気プラズマ処理をすることで、転写対象物への
密着性を向上させることができるとともに、加熱接着性を有する層と転写対象物との一体
化を十分に行うことができる。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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